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第 1 章 はじめに 

1. 背景 

 内閣府によると、我が国の高齢化率は 28.8％となった。介護給付も 3.6 兆円から 10.8

兆円と 3 倍に膨れ上がっている。これらの状況から、厚生労働省は地域包括ケアシステム

の構築の実現に向けて取り組みを始めた。そのような中、病院を退院後、不動により日常

生活動作（以下、ADL）が低下し、介護保険サービスの再調整をする必要がある場面を多く

経験する。活動的な生活を送ることができる身体機能は入院中のリハビリテーションにお

いてすでに獲得しているにも関わらず、在宅復帰後に ADL が低下するのは、身体機能面だ

けでなく、退院時の心身の状態も影響しているのではないかと考えた。 

2.  関連要因に関する先行研究について 

心身の状態と ADL との関係性を明らかにする研究はこれまでにも行われているが、対

象が入院中の患者であるものや、要介護認定を受けていない地域在住高齢者を対象とした

もの、特定の疾患を有した利用者を対象としているものが目立つ。先行研究から、抑うつ

状態と ADL との関係性はすでに明らかになってはいるが、病院退院時の ADL や精神的健康

状態と自宅復帰をしたあとの ADL の変化をみた研究は数少ない。特に退院時の心身の状態

と訪問リハビリテーションとの関係に注目した研究は見当たらなかった。 

3. 研究目的 

 訪問リハビリテーションを利用する高齢者に対して、病院退院時の心身の状態と退院後

の ADL の変化との関係性を明らかにする。 

 

第 2 章 研究方法 

1. 対象 

 2020年 8月から2021年 9月までの期間に都内A病院の一般または回復期病棟に入院し、

同法人の訪問リハビリテーションを利用した 65 歳以上の高齢者 32 名である。対象者の除

外基準は、改訂長谷川式簡易知能スケール（以下、HDS-R）の得点が認知症疑いの有無のカッ

トオフ値とされる 20 点以下、あるいは、高次脳機能障害を有する者とした。 

2. 調査項目 

 調査項目は、基本属性（年齢、性別、疾患名、要介護度）、介護者の有無、住宅改修の有

無、ADL の評価として機能的自立度評価（Functional Independence Measure：FIM）の運

動項目、心身の状態の評価として高齢者用うつ尺度短縮版（GDS 短縮版）、一般性セルフ・

エフィカシー尺度とした。 

3. 調査方法 

 患者の基本属性、介護者の有無、住宅改修の有無は電子カルテまたは対象者本人から収

集した。また、退院 1 週間前から前日までの間に、GDS 短縮版、一般性セルフ・エフィカ

シー尺度、FIM の運動項目の評価を行った。その後、訪問リハビリテーション開始 1 ヶ月

後の訪問リハビリテーション利用時に FIM の運動項目の再評価を行った。 

4. 分析方法 

 退院 1 ヶ月後の FIM の運動項目得点が維持・向上群と低下群の 2 群にわけ、年齢、退院

時の FIM の運動項目、GDS 短縮版、一般性セルフ・エフィカシー尺度は Mann-Whitney の U

検定にて、性別、要介護度、疾患名、介護者の有無、住宅改修の有無はχ2検定にて実施し
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た。単変量解析にて有意差を認めた項目を独立変数とし、FIM の運動項目得点の変化を従

属変数とした二項ロジスティック回帰分析を実施した。 

 

第 3 章 研究結果 

 基本属性、介護者の有無、住宅改修の有無はいずれも有意な差はみられなかった。GDS 短

縮版、一般性セルフ・エフィカシー尺度においては有意差を認めたが、退院時の FIM の運

動項目は有意な差はみられなかった。有意差を認めた GDS 短縮版と一般性セルフ・エフィ

カシー尺度の 2 変数を独立変数とし、退院 1 か月後 FIM の運動項目の変化を従属変数とし

た二項ロジスティック回帰分析を実施した結果、FIM の変化と有意に関連した変数は一般

性セルフ・エフィカシー尺度のみであり、セルフ・エフィカシーが高いと FIM 運動項目が

維持・向上する人が有意に多い結果となった。 

 

第４章 考察 

 研究結果より、病院を退院後、訪問リハビリテーションへ移行した患者が活動的な ADL

を送ることができる身体機能を入院中のリハビリテーションで獲得しているにも関わらず、

在宅復帰後に ADL が低下するのは退院時の心身の状態が影響しているのではないかという

仮説を支持する結果となった。 

 入院患者は基本動作や ADL、IADL が自立して行えないことを目の当たりにし、精神的な

落ち込みがみられることが多い。そのため、リハビリテーションプログラムは、本人が達

成可能であるレベルの短期的な目標を段階的に設定し、短期的な目標の達成をいくつも繰

り返すことで成功体験を経験し、最終的な到達目標を目指していくことで自己効力感を高

めながら身体機能、ADL を向上していくことが可能になると予測され、入院中のリハビリ

テーションにおいては、これらの配慮が必要であると考える。 

リハビリテーションを行う上で、患者の心身の状態を考慮したプログラムの進め方に関

しては依然として個人の経験則によるものが多く、科学的な根拠に乏しい。本研究の結果

から、身体機能や ADL だけに焦点を当てたリハビリテーションではなく、自己効力感を高

めるアプローチを並行して行うことで、退院後の生活においても ADL を維持、または向上

していくことが可能になると考えられる。また、自己効力感を高めることができない患者

に対しては、本研究の結果から退院後の ADL が低下することがあらかじめ予測できるため、

退院前のカンファレンスやサービス担当者会議等で、より手厚い介護保険サービスや積極

的な専門職の導入により ADL が低下するリスクを最小限に抑えることが可能になると考え

られる。 

 

第 5 章 結語 

 本研究により、退院時の心身の状態、特に自己効力感が退院後の ADL に影響を及ぼすこ

とが明らかとなった。このことから、入院中のリハビリテーション場面において、身体機

能や ADL の動作練習だけでなく、自己効力感が高まるようなプログラムの立案や実施が重

要であることが示唆される。 
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